
設備導入の際に活用できる補助事業について

2021年7月
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1-1補助事業メニュー一覧
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①[経産省] ②[経産省] ③[環境省]

事業名
先進的エネルギー投資促進

支援事業費補助金
産業・業務部門における

高効率ヒートポンプ導入促進事業
工場・事業場における

先導的な脱炭素化取組推進事業

申請要件

(A)先進事業
[事業所単位 省エネ率30％以上等]

(B)オーダーメイド型事業
[事業所単位 省エネ率10％以上等]

(C)指定設備導入事業
[一定以上の省エネ効果機器等]

(D)エネマネ事業
[事業所単位 省エネ率2％以上等]

【診断・計画】ポテンシャル診断、脱炭素計画策定
【設備更新】

(A)事業場単位で削減率15%以上
or 系統で削減率30％以上

(B)燃料転換＋4,000t以上削減
＋系統で削減率30％以上

補助対象
(A)(B)[設備費＋工事費]
(C)設備費
(D)[設備費＋工事費]

設備費＋工事費
【診断・計画】診断・計画策定費用
【設備更新】設備費、工事費

補助率,
掛かり増し

(A)【補助率】（中小,大企業)2/3,1/2
(B)【補助率】（中小,大企業)1/2,1/3

※投資回収5年～7年は1/3,1/4
(C)【掛かり増し,補助率】 定額補助,機器費1/5程度
(D)【補助率】（中小,大企業) 1/2,1/3

掛かり増し
能力定額 円/kW等

【診断・計画】補助率1/2
【設備更新】補助率1/3

④[農水省] ⑤[環境省] ⑥[国交省]

事業名
食品産業の輸出向け

HACCP等対応施設の整備
民間建築物等における
省CO2改修支援事業

既存建築物省エネ化推進事業

申請要件

・輸出先のニーズに対応したHACCP等の基準
を満たすための食品製造事業者等の施設の
改修整備及び新設機器導入

・輸出の促進が図れる事
・GFPへの登録、事業費の10％以上が貸付

・既存建築物において設備単位30％以上の
CO2削減

・運用改善によりさらなる省エネ化の実現

・躯体の省エネ改修含む
設備更新の事業所単位15％以上

※躯体の改修面積が20％を超える場合

補助対象 設備費、工事費 設備費、工事費
【設備】設備費、工事費
【躯体】設備費、工事費

補助率,
掛かり増し

補助率1/2～3/10以内 補助率1/3 補助率1/3 ※日射フィルムは1/6

既設の燃焼式加熱設備等に対し、
高効率ヒートポンプ設備を新設・増設、
又は高効率ヒートポンプ設備への更新
によりプロセス改善を実施し、
省エネルギー化を図る事業



2-1 ①事業 概要1
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①先進事業

年度【管轄】 R3年度(通常) 

事業名 先進的省エネエネルギー投資促進支援事業費補助金

申請要件

(A)先進事業[事業所単位 省エネ率30％以上or省エネ量1000kL以上]
(B)オーダーメイド型事業[事業所単位 省エネ率10％or省エネ量700kL以上等]
(C)指定設備導入事業[登録機器での一定以上の省エネ効果機器等]
(D)エネマネ事業[事業所単位 省エネ率2％以上等]

工事内容

既築建物(工場含む)の省エネ化設備更新

事業期間 翌年１月末日、複数年度事業あり ※R2年度参考

補助対象
(A)(B)[設備費＋工事費]
(C)設備費
(D)[設備費＋工事費]

補助率,
掛かり増し

(A)【補助率】 中小2/3,大企業1/2

(C)【定額補助】 設備種別・性能（能力等）毎に設定する定額の補助

(D)【補助率】 中小1/2,大企業1/3

補助金上限額 (A)(B)15億円,(C)(D)1億円

事業特性

・中小企業者優遇
・大企業者 省エネ法S事業者 orベンチマーク取組必須

・照明は制御機能を有するのみ補助対象

(B)【補助率】 中小1/2,大企業1/3

公募期間 2021年5月26日～6月30日 ※予算の消化状況により2次公募の可能性も有り。



2-2①事業 事業所単位、設備単位省エネ率 イメージ

冷凍機1【冷凍】
500kWh

空調機1
150kWh

照明
100kWh

冷凍機2【冷凍】
150kWh

事業所全体使用量 1,000kWh

事業所A

更新対象

【事業所単位 省エネ率】 50kWh[空調機1～3の省エネ量(20%)]

1,000kWh[事業所全体使用量]
=5%
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空調機2
60kWh

空調機3
40kWh

【系統単位 省エネ率】 50kWh[空調機1～3の省エネ量(20%)]

250kWh[空調機合計使用量]
=20%



2-3 ①先進事業 (C)区分 対称機器
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※トップランナー等の基準を満たし指定機器として登録され、
更新により省エネになる機器が補助対象



2-4 ①先進事業 (C)区分 高効率空調（参考例)
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電気式パッケージエアコン(ビル用)
基準値一例
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2-5 ①先進事業 (C)区分 産業ヒートポンプ 業務用給湯器(参考例)
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2-6 ①先進事業 (C)区分 冷凍冷蔵設備
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冷凍機 基準値一例
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2-7 ①先進事業 (C)区分 照明設備
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エネルギー使用合理化事業者支援事業（経産省） 【旧エネ合 設備単位】

項 目 内 容

施 設 事務所ビル
企業属性 中小企業
省エネ率 約37％(設備単位)
事業費計 350万円
補 助 金 120万円

【設備概要】
・空調機：35.5kW*1

56.0kW*1

事務所ビルにおける空調設備更新

2-8 ①事業 採択事例1

10



項 目 内 容

施 設 工場
企業属性 その他
省エネ率 約20％
事業費計 1,900万円
補 助 金 630万円

【設備概要】
・冷凍機：180kW*3台

エネルギー使用合理化事業者支援事業（経産省） 【旧エネ合 設備単位】

金属製品製造工場における空調設備更新

2-9 ①事業 採択事例2
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3-1 ②事業 概要1
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②

年度【管轄】 R2年度(第3次補正)※概算要求【経産省】

事業名 産業・業務部門における高効率ヒートポンプ導入促進事業【新規】

申請要件

既設の燃焼式加熱設備等に対し、高効率ヒートポンプ設備
を新設・増設、又は高効率ヒートポンプ設備への更新により
プロセス改善を実施し、省エネルギー化を図る事業

工事内容
産業用ヒートポンプの新設・増設・更新

事業期間 翌年1月下旬

補助対象 機器費、工事費

補助率,

掛かり増し
掛かり増し
能力毎定額 円/kW

補助金上限額 1億円

事業特性
・対人空調用途の導入、冷水利用機器は補助対象外

・燃料使用⇒電化が対象

・1次公募済(2021年3月31日～5月14日)  2次公募済(5月26日～6月30日)

・３次公募中(2021年7月1日～7月30日)



3-2 ②事業 概要2（リーフレット)
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4-1 ③事業 概要1
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③

年度【管轄】 R3年度(通常)※概算要求【環境省】

事業名
工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業
【旧ASSET事業,旧ポテンシャル診断】

申請要件

【診断・計画】ポテンシャル診断、脱炭素計画策定
【設備更新】

(A)事業場単位で削減率15%以上 or 系統で削減率30％以上
(B)燃料転換＋4,000t以上削減＋系統で削減率30％以上

工事内容

・診断＋計画業務
・既築建物(工場含む)の省エネ化設備更新
・既存建物(工場含む)の新エネ設備(太陽光等)導入

事業期間 翌年2月下旬予定。複数年度事業予定(A)2年,(B)3年

補助対象 【診断・計画】診断・計画策定費用,【設備更新】設備費、工事費

補助率,
掛かり増し

【診断・計画】補助率1/2
【設備更新】補助率1/3

補助金上限額 【診断・計画】100万円,【設備更新】(A)1億円,(B)5億円

事業特性

・中小企業者優遇。地方公共団体も申請可。

・照明設備 補助対象外だが、省CO2量に含める
・新エネ設備(太陽光等)の新規導入 補助対象

・排出量取引可能

(診断事業 公募期間)2021年5.28～7.29

(設備更新事業 公募期間)【１次 締切】2021年5.28～6.29 【２次】 2021年9月初旬～9月下旬



4-2 ③事業 概要2（概算要求 閣議決定時)

15



4-3 ③事業 事業所単位、系統単位省エネ率 イメージ

冷凍機1【冷凍】
500kWh

空調機1
150kWh

照明
100kWh

冷凍機2【冷凍】
150kWh

冷凍機3【冷蔵】
60kWh

冷凍機4【冷蔵】
40kWh

事業所全体使用量 1,000kWh

事業所A

【事業所単位 省エネ率】 195kWh[冷凍機1＋冷凍機2の省エネ量]
1,000kWh[事業所全体使用量]

=19.5%

【系統単位 省エネ率】 195kWh[冷凍機1＋冷凍機2の省エネ量]
650kWh[冷凍機1＋冷凍2の使用量]

=30%

その他 系統

対照 系統更新対象機
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項 目 内 容

施 設 病院
企業属性 その他
省エネ量 224t-CO2
事業費計 1.8億円
補 助 金 0.3億円

4-4 ③事業 採択事例1 【旧ASSET事業】

全景

空調(ビルマル)
(給湯)高温水ヒートポンプ

空調計 1,303kW
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5-1 ④事業 概要1
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④

年度【管轄】 R3年度(通常)＋R2年度補正※概算要求【農林水産省】

事業名 食品産業の輸出向けHACCP等対応施設の整備【継続】

申請要件

・輸出先のニーズに対応したHACCP等の基準を満たすための
食品製造事業者等の施設の改修整備及び新設機器導入
・輸出の促進が図れる事
・GFPへの登録、事業費の10％以上が貸付

工事内容

施設の新設、増築、改築、機器の整備（新設含む）工事

事業期間 翌年3月下旬

補助対象
【機器】設備費、工事費

※倉庫の箱自体は補助対象外。

補助率,
掛かり増し

補助率1/2～3/10以内

補助金上限額 3億円※R2年度参考

事業特性

・通常スケジュールだと申請は毎年1月下旬頃。
予算余れば2次3次補正の可能性は高い。

・ＨＡＣＣＰ等に応対した機器の新設分も補助対象。
・輸出量増目標額、ＨＡＣＣＰ等基準の取得済、取得予定が
評価ポイントの大半を占める。

※R3年度申請は終了し、R4年度申請を目指す



5-2 ④事業 概要2
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コンベヤ 検査機 洗浄機 コンベア

上屋(屋根、壁、床等)

プレハブ冷蔵倉庫（分離型）

工事費[2億円] ※補助対象外

コンベヤ 検査機 洗浄機 コンベア

冷蔵倉庫（一体型）

2F

1F

※補助対象

※補助対象 ※機器のみ補助対象

総事業費[8億]=上屋工事[2億]＋機器工事[6億]
補助対象[6億]=機器工事※金額は概算です。条件で下がる可能性もあります。
補助対象外[2億]=上屋工事＋一体型倉庫パネル等

5-3 ④事業イメージ
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5-4 ④事業 採択事例
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6-1 ⑤事業 概要1
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⑤

年度【管轄】 R3年度(通常)※概算要求【環境省】

事業名 民間建築物等における省CO2改修支援事業 【継続】

申請要件

・既存建築物において設備単位30％以上のCO2削減
・運用改善によりさらなる省エネ化の実現

工事内容

既築建物の省エネ化設備更新

事業期間 翌年2月下旬

補助対象 設備費、工事費

補助率,
掛かり増し

補助率1/3

補助金上限額 5,000万円

事業特性

・民間事業者・団体で事業者区分により、
有利・不利がない。

・民間建築物が対象で、工場等は対象外
・公益性、地域普及性、省エネ実現を目的とした体制構築が必須。
・R2年度予算で追加公募中。公募期間2021年3月30日～5月10日



6-2 ⑤事業 概要2（概算要求 閣議決定時)
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項 目 内 容

施 設 大学施設
企業属性 その他
省エネ量 74t-CO2
事業費計 0.63億円
補 助 金 0.17億円

空調（ビルマルエアコン等） 計514kW

全景

6-3 ⑤事業 採択事例1
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項 目 内 容

施 設 病院施設
企業属性 その他
省エネ量 168t-CO2
事業費計 1.0億円
補 助 金 0.31億円

6-4 ⑤事業 採択事例2

空調（ビルマルエアコン等） 計1,110kW

全景
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7-1 ⑥事業 概要1
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⑥⑥

年度【管轄】 【参考】R2年度（通常）※実績【国交省】

事業名 既存建築物省エネ化推進事業 【継続】

申請要件

・躯体の省エネ改修必須
設備更新の事業所単位15％以上

※躯体の改修面積が20％を超える場合

工事内容 既築建物の省エネ化設備更新、躯体省エネ改修

事業期間 翌年1月末日

補助対象
【設備】設備費、工事費
【躯体】設備費、工事費

補助率,
掛かり増し

補助率1/3 ※日射フィルムは1/6

補助金上限額 5,000万円

事業特性

・民間事業者・団体で事業者区分により、有利・不利がない。

・民間建築物が対象で、工場等は対象外

・BELS検証必須

(1次公募 済)2021年4.19～5.26 ※例年不定期で追加公募有り



対象事業者 民間事業者等
評価項目 省エネ率、躯体改修割合
事業期間 応募年度中の着手から翌々年１月末日（複数年度事業可能）

要件

①躯体（窓ガラス、日射調整フィルムなど）の省エネ改修
②建物全体で 15%以上 のエネルギー削減
※躯体改修面積が外皮面積比で20％以下の場合省エネ率20％以
上
③改修後に一定の省エネルギー性能を満たす（BEI＜1.1）
④改修後の建築物の省エネルギー性能の表示すること（BELS）

対象設備
空調（壁掛以外）、照明、給湯、窓ガラス、日射調整フィルム

バリアフリー改修（出入口、階段、EV）、BELS費用、撤去費

補助率 １/３以内
日射調整フィルム １/６以内

補助金上限
5,000万円（機器2,500万円、工事2,500万円）
バリアフリー改修時には 2,500万円を限度として加算

但し、省エネ改修補助額以下

年度 申請数 採択数

H27 162件 81件

H28
102件
19件
28件

94件
18件
27件

H29
86件
83件
68件

81件
80件
67件

H30 107件 38件

R1 94件
60件

38件
43件

R2
35件
13件
7件

35件
12件
7件

既存建築物省エネ化推進事業(国交省)

7-2 ⑥事業 概要2（R2年度迄の実績)
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項 目 内 容

施 設 事務所
企業属性 大企業
省エネ率 ２０％
事業費計 0.６億円
補 助 金 0.１６億円

空調設備
躯体設備（天井断熱）

建物全体

7-3 ⑥事業 採択事例1
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空調設備改修
給湯設備改修
躯体設備（窓フィルム、天井断熱）施工

項 目 内 容

施 設 病院
企業属性 その他
省エネ率 28％
事業費計 1.0億円
補 助 金 0.3億円

建物全体

7-4 ⑥事業 採択事例2

空調設備 フィルム施工 天井断熱
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8-3 補助活用に向けたスケジュール

項目 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

事前準備

申請書作成

公募期間

審査期間

採択決定

工事期間

検査書類

確定検査

補助金入金

覚書締結

30
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